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ＭＦとロシア連邦政府 の年次協議であ二〇〇七年第四条協議報告書 （参考文献③）では、同国のマクロ経済 順調な成長の鍵として、 「高い原油価格」 、 「依然として大きい成長余力」及び「健全な財 政策」の三つが挙げられている。
　高い原油価格がもたらす貿易黒字や小
売・建設などの内需を中心 した成長力ある分野への資源配分が生産性・所得・消費の向上をもたらしているという点は、ＯＥＣＤとＩＭＦが等しく認識しているところである。ＩＭＦはそれに加え、原油収入に課税し基金 して引き当てる政策 経済の過熱を抑え、持続的な成長を可能にして
いると指摘している。●政府歳入の構造
　前述したＩＭＦの二〇〇七年第四条協議

































ＡＴについては、ＯＥＣＤ加盟国の 般消費税のＧＤＰ比は六 ・九％（二 〇五年）であり、ロシアの数値（六 ・八％、同年）もほぼ同水準である。
　他方、ロシアでＧＤＰ比七 ・五％（二〇〇五年）もの割合を占め、主要財源の一つである輸出入関税のＯＥＣＤ加盟国平均は〇 ・ 一五％ （同年） に過ぎない。また、石油などの天然資源採掘量に対して課税している（従量税）資源採掘税の明確な国際比較は難しいも の、他国と比べてもその割合は格段に大きいと思われ、ロシア税制の特色の一つといえる。 　　
　最後に、ロシア政府の歳入構成に見る最
大の特徴は、石油関係収入 総歳入に占める割合の大きさである。石油関係収入とはエネルギー関係企業への法人所得税、石油輸出関税や資源採掘税などの関連税収入を指す。年度によって変動 あるも の、二〇〇五年と二〇〇六年では総歳入三二％を石油関連収入が占めてい 。ＩＭ
表１　一般政府における税収GDP比 （％）
2004 2005 2006 2007（予測） 2008（予測）
総歳入 36.6 39.7 39.7 36.5 34.6
（内石油関係収入） 7.8 12.7 12.8 10.2 9.4
総税収 34.1 37.6 36.9 34.1 32.2
　法人所得税 5.1 6.2 6.2 6.2 6.2
　個人所得税 3.4 3.3 3.5 3.5 3.5
　付加価値税 6.3 6.8 5.6 7.3 6.3
　個別物品税 1.4 1.2 1.0 1.0 1.0
　輸出入関税 5.0 7.5 8.4 6.9 6.4
　資源採掘税 3.4 4.5 4.7 3.9 3.8
　社会保障税 7.3 5.4 4.1 3.3 3.2
　その他 2.1 2.7 3.4 2.0 1.8
























































は、ロシア財政につ て歳入面よりも歳出政策に紙幅を割いている。すなわち、石油関係税収を安定化基金 積み立てる施策が安定した経済成長に寄与して る を評価しつつも、今後の数年間に、ロシア政府が石油関係増収分を利用した歳出拡大を計画していることに懸念を表明している。
　ＩＭＦは、原油価格（ロシア・ウラル）







fer pricing rules ）について、ＯＥＣＤな
















































 Yukos Part VI: Tax Claim
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